
日本選挙学会理事・監事候補者選出規程 

 

〔目 的〕 

第１条 

この規程は、「日本選挙学会会則」第１１条に基づき総会で選任される理事及び監事

の候補者を選出する手続並びに方法について定める。 

 

〔理事の定数〕 

第２条 

理事は、２６名以内とする。監事は２名とする。 

２ 

理事のうち２０名を公選理事とし、正会員の投票により候補者を選出する。 

３ 

理事のうち６名を推薦理事とし、本規程第８条に定める理事･監事候補者選考委員会

が推薦により候補者を選出する。ただし、理事長経験者を候補者に選出することは

できない。 

 

〔選挙権及び被選挙権〕 

第３条 

投票が行われる年（以下「同年」という。）の７月１日現在において正会員であって、

同年までの会費を納入している者は、選挙権及び被選挙権を有する。 

２ 

理事長経験者は被選挙権を有しない。 

 

〔選挙区〕 

第４条 

選挙区は、「一般選挙区」並びに「年齢別選挙区Ａ」及び「年齢別選挙区Ｂ」とする。 

２ 

「一般選挙区」は、前条で定める全選挙人より構成される。 

３ 

自己申告に基づく年齢が高い選挙人は「年齢別選挙区Ａ」に、低い選挙人は「年齢

別選挙区Ｂ」に属するものとし、その区分の基準は、理事会がこれを定める。 

 



４ 

「一般選挙区」の定数は１０名、「年齢別選挙区Ａ」及び「年齢別選挙区Ｂ」の定数

はそれぞれ５名とする。 

 

〔選挙管理委員会〕 

第５条 

選挙管理委員会は、委員３名によって組織される。 

２ 

委員長は、理事長の推薦に基づき、理事会が選任する。 

３ 

他の委員は、委員長の推薦に基づき、理事会が選任する。 

 

〔投 票〕 

第６条 

投票は、選挙管理委員会が発行した所定の投票用紙により郵送でこれを行う。 

２ 

選挙管理委員会は、同年１０月１０日までに、投票用紙一式及び被選挙人名簿を選

挙人に郵送しなければならない。 

３ 

選挙人は、同年１１月１０日までに、投票用紙を選挙管理委員会に到達するように

返送しなければならない。 

４ 

投票は、単記無記名とする。 

５ 

投票の受理、投票の効力、その他投票及び開票に関する疑義は、選挙管理委員会が

判断し、これを決定する。 

６ 

投票についてその他必要な事項は、別に定める投票要綱による。 

 

〔開 票〕 

第７条 

選挙管理委員会は、同年１１月１１日以降同年１１月３０日までに開票を完了し、

その結果を理事長に報告しなければならない。 



２ 

理事長は、選任された２０名の理事候補者に通知し、候補者となることについて承

諾を得なければならない。承諾が得られない候補者がいたときは、２０名に達する

まで順次得票順に繰り上げ、それぞれ本人の承諾を得なければならない。 

３ 

得票同数により最下位で選出される者が２名以上いる場合には、抽選でその順位を

決定する。 

４ 

前２項に定める繰上補充及び抽選は、選挙管理委員会がこれを行う。 

５ 

繰上補充及び抽選の方法は、別に定める投票要綱による。 

 

〔理事長・理事・監事候補者選考委員会〕 

第８条 

理事長は、前条第２項第３項によって選出された理事候補者を速やかに招集し、そ

の理事候補者をもって、次期理事長・理事・監事候補者選考委員会（以下「選考委

員会」という。）を構成する。 

２ 

選考委員会の定足数は、前項に基づき招集された理事候補者の過半数とする。 

３ 

選考委員会は理事長候補者を選出するために議長を互選する。 ただし、議長が選出

されるまでは、理事長が仮の議長を務めるものとする。 

４ 

選考委員会は理事長候補者１名を互選する。 

５ 

理事長候補者は推薦理事候補者６名以内、監事候補者２名の選任において議長を務

める。 

６ 

選考委員会は理事長候補者、推薦理事候補者、監事候補者を理事長に報告しなけれ

ばならない。 

 

〔選 任〕 

第９条 



理事長は、総会に理事長候補者を報告する。 

２ 

理事長は、理事候補者及び監事候補者を総会に提案し、その承認を得なければならな

い。 

 

〔改 正〕 

第１０条 

本規程の改正は、理事会の議を経て、総会によって行う。 

 

附則１ 

この規程は、平成１１年５月２３日より施行する。 

 

附則２ 

この規程は、平成１６年５月１６日より施行する。 

 

附則３ 

この規程は、平成１７年５月１５日より施行する。 

 

附則４ 

この規程は、平成１９年５月２０日より施行する。 

 

附則５ 

この規程は、平成２１年５月１６日より施行する。 

 

附則６ 

この規程は、令和元年（2019）年７月１４日より施行する。 


